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はじめに 

 

独立行政法人制度は、平成 13年１月の中央省庁等改革の一環として、行政にお

ける企画立案部門と実施部門を分離し、企画立案部門の能力を向上させる一方で、

実施部門に法人格を与え、主務大臣による目標管理の下で一定の運営裁量を与える

ことにより、政策実施機能を向上させることを目的として導入された。 

目標管理の仕組みにおいては、主務大臣が定める法人の目標の達成度合いが業務

の実績評価の尺度となり、その評価が組織・事業の見直しや改廃に反映されるもの

であることから、どのような目標を定めるかが独立行政法人制度にとっては極めて

重要である。また、独立行政法人（以下「法人」という。）は主に税金を財源とし

た運営費交付金により運営されていることを踏まえ、法人の業務の進捗状況等を国

民が把握できるような目標を定めることが必要である。 

一方、従来、主務大臣の目標の策定に関し法令に基づく政府共通的な基準が存在

していなかったことから、目標が観念的、抽象的かつ総花的であり、かつ、必ずし

もすべての目標について具体性や的確性、明確性が確保されていたわけではなかっ

た。このため、実効性の高い目標管理・評価の仕組みが不十分であり、適正かつ厳

正な評価の実施や国民に対する説明責任を果たしていなかったとの指摘があった。 

こうした指摘に対し、第 186回国会において独立行政法人通則法（平成11年法

律第103号）の一部改正が行われ、法人の政策実施機能の最大化を図る観点から、

主務大臣の下でのＰＤＣＡサイクルを十分に機能させるため、主務大臣が目標の策

定に加え評価も行い、評価結果を法人の組織・事業の見直しや改廃、国の政策への

反映に活用するという、より効果的かつ効率的な目標管理の仕組みに改められたと

ともに、総務大臣が目標の策定及び業務の実績評価に関する政府統一的な指針を定

めることとされたところである。 



本指針はこのような経緯を踏まえ、今般、改正後の独立行政法人通則法（以下「通

則法」という。）第 28条の２第１項に基づき、主務大臣が目標を定めるに当たり指

針とすべき事項を、「独立行政法人の目標の策定に関する指針」として取りまとめ

たものである。主務大臣は、本指針に基づき、法人の業務等に係る国民への説明責

任を果たしつつ法人の政策実施機能を最大化するという観点から、適切な目標を定

める必要がある。 

通則法においては、事務・事業の特性に応じ、法人を、中期目標管理により事務・

事業を行う中期目標管理法人、中長期的な目標管理により研究開発に係る事務・事

業を行う国立研究開発法人及び単年度の目標管理により事務・事業を行う行政執行

法人の３つに分類し、各分類に即したガバナンスを構築するとされたことから、以

下、各分類に従い指針を策定する。 

中期目標管理法人、国立研究開発法人及び行政執行法人については、主務大臣が

目標を定め又はこれを変更する際は本指針に従うこととされており、特に、中期目

標管理法人及び国立研究開発法人については、あらかじめ独立行政法人評価制度委

員会が、目標の内容が本指針に沿ったものとなっており、法人の業務実績評価が適

正に行われる上で十分具体的な内容となっているかについてチェックすることと

なる。 
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Ⅰ 本指針について 

  

１ 本指針の位置付け 

   本指針は、通則法第 28条の２第１項に規定する「第 29条第１項の中期目標、

第 35条の４第１項の中長期目標及び第 35条の９第１項の年度目標の策定に関

する指針」である。主務大臣は本指針に基づき所管する法人の目標を策定する

必要がある。 

   

 ２ 基本的考え方及び主務大臣の定める目標の目的 

本指針は以下の考え方の下に策定されたものであり、主務大臣はこれに基づ

き目標を定めなければならない。 

（１）法律、閣議決定及びその他政府の種々の改革方針において、法人が取り組

むべきとされた事項を反映させるとともに、法人の業務等に係る国会審議、

会計検査、予算執行調査等の指摘事項を踏まえ、目標を策定しなければなら

ない。 

（２）国の政策を実現するための実施機関として法人の政策実施機能の最大化を

図るという制度改正の趣旨を踏まえ、国の政策・施策・事務事業の体系（以

下「政策体系」という。）の中で法人の業務がどのように位置付けられるか

を明らかにした上で、国の政策目的を実現するためにどのような目標を定め

ることが適切かという観点からも、十分に検討する必要がある。 

（３）主務大臣の下でのＰＤＣＡサイクルを十分に機能させるという制度改正の

趣旨を踏まえ、目標の策定及び変更に当たっては、次のとおりとする。 

① 法人の組織・事業の見直しの結果（主務大臣による見直しのほか、独立

行政法人評価制度委員会による意見等を含む。）を反映させる。 

② 法人の業務実績評価（主務大臣による業務実績評価のほか、独立行政法

人評価制度委員会や政策評価・独立行政法人評価委員会の意見等を含む。）

及び法人に対する行政評価・監視の結果を反映させる。 

③ 関連する国の政策評価及び行政事業レビューの結果についても活用する。 

（４）目標を定めるに当たっては、早急な財務内容の改善など法人個々に対する

社会的要請をも踏まえ、あらかじめ、法人に対して定める目標が必要性や妥

当性を有しているかどうか、当該目標が法人の効果的かつ効率的な業務運営

に資するものであるか等の観点からも検討を行わなければならない。 

（５）主務大臣の定める目標は、法人の業務運営の方向性を決定するとともに、

その業務の実績についての評価基準となることから、その策定は極めて重要

である。目標の具体性、客観性、的確性、明確性及び統一性を確保するとと

もに、法人の業務の特性や類型を踏まえた目標を策定する必要がある。 

これにより、法人の長のリーダーシップの下で、より自主的・戦略的な運

営や適切なガバナンスが行われ、法人の政策実施機能を最大化することが可

能となる。併せて、簡素・効率的で実効性の高い目標管理・評価の仕組みの
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下、適正かつ厳正な評価の実施が可能となり、法人の改善に資するとともに、

国民にとって分かりやすい法人運営を実現し、透明性の確保・国民への説明

責任の徹底が図られる。 

（６）主務大臣は、目標の策定又は変更に際して、法人と十分に意思疎通を図る

ものとする。 

 

３ 本指針の対象 

   本指針の対象は次のとおりである。 

 （１）中期目標管理法人 

通則法第 29条第１項に定める、３年以上５年以下の期間において達成す 

べき業務運営に関する目標（中期目標） 

 （２）国立研究開発法人 

    通則法第 35条の４第１項に定める、５年以上７年以下の期間において達

成すべき業務運営に関する目標（中長期目標） 

 （３）行政執行法人 

    通則法第 35条の９第１項に定める、達成すべき業務運営に関する事業年

度ごとの目標（年度目標） 
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Ⅱ 中期目標管理法人の目標について 

 

  主務大臣は、次に掲げる事項の内容に留意しつつ、適切な目標を設定する。 

 

１ 国の政策体系との関係について 

（１）主務大臣が法人に対し国の政策体系に位置付けられた的確かつ明確な役割

（ミッション）を与え、「主務大臣－法人」の「タテ」の関係を明確化する

ことが重要である。その際、主務大臣と法人が十分に意思疎通を図り、法人

の役割（ミッション）を両者が共有することが重要である。 

（２）このため、中期目標の冒頭に、「政策体系における法人の位置付け及び役

割（ミッション）」といった法人全体を総括する章を設け、当該中期目標の

期間における国の政策体系上の法人の位置付け、法人の役割（ミッション）、

国の政策・施策・事務事業との関係、国の政策等の背景となる国民生活・社

会経済の状況、過去からの法人の活動状況等について、具体的かつ明確に記

載する。 

また、国の政策体系において法人の業務がどのように位置付けられるかを

明らかにした資料（政策体系図など）を中期目標に添付する。 

 

２ 中期目標の期間について 

通則法第 29条第２項第１号の「中期目標の期間」については、上記１の（２）

に定める「政策体系における法人の位置付け及び役割（ミッション）」の章の次

に、主務大臣が定める期間を記載する。 

 

３ 中期目標の項目の設定について 

   国民に対する説明責任を果たす観点及び別途定める「独立行政法人の評価に

関する指針」に規定する適正かつ厳正な評価に資する観点から、中期目標の項

目については以下のとおり設定する。 

（１）通則法第 29条第２項第２号の「国民に対して提供するサービスその他の

業務の質の向上に関する事項」においては、次に従い設定する。 

① 法人は、個別法に定められた業務を遂行するため、主務大臣から与えら

れた役割（ミッション）に基づき、法人の長が予算、人事、組織等の資源

を配分して業務運営を行っている。このため、法人の長の下での自律的な

ＰＤＣＡサイクルを設定し、法人内部のマネジメントを発揮し得るよう、

適正かつ厳正な評価に資する一定の事業等のまとまりごとに目標を設定す

る。 

② 一定の事業等のまとまりとは、法人の内部管理の観点や財務会計との整

合性を確保した上で、少なくとも、目標及び評価において一貫した管理責

任を徹底し得る単位である。 

具体的には、法人の長から、法人の資源（予算、人事、組織等）配分及
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び業務の執行に関し一定の権限及び責任を与えられた者が評価の結果を業

務の遂行に適切に反映できるような単位である。 

（例） 

   ⅰ 個別法に規定する業務の単位 

   ⅱ 主要な事業ごとの単位 

   ⅲ 施設単位（同一の目的や事業を担う研究所レベル） 

   ⅳ 事業部単位 

③ ただし、上記②によっては下記４（１）③のⅰからⅳまでに対応できな

い場合（定量化できない等）については、これに関わらず更に細分化した

単位で目標を定める。 

（２）通則法第 29条第２項第３号の「業務運営の効率化に関する事項」、同項第

４号「財務内容の改善に関する事項」及び同項第５号「その他業務運営に関

する重要事項」においては、上記（１）「国民に対して提供するサービスそ

の他の業務の質の向上に関する事項」における目標の項目に準じつつ、法人

の特性及び事項の内容に応じ設定する。 

例えば、「業務運営の効率化に関する事項」における事業経費について、法

人全体として定めることが適当でない場合には、施設あるいは事業部の単位

で目標を設定することが考えられる。 

 （３）評価に際しては、原則、中期目標を設定した項目を評価単位として評価を

実施する。 

   なお、中期目標期間における実績評価（見込評価）の結果、当該期間に設

定した目標の項目について改善が必要とされた場合は、当該評価結果を次期

中期目標期間における目標の項目の設定に適切に反映させる。 

 

４ 通則法第 29条第２項第２号「国民に対して提供するサービスその他の業務

の質の向上に関する事項」における目標の立て方について 

（１）国民に対して提供するサービスその他の業務について達成すべき目標を具

体的に記載する。特に、国民に対し、「どのような目的及び必要性の下、何

に基づき（①）」、「いつまでに（②）」、「何について、どのような水準を実現

するのか（③）」等について、次の事項に基づき、分かりやすく示さなけれ

ばならない。 

   ①「どのような目的及び必要性の下、何に基づき」について 

目標を定める根拠となる閣議決定等の政府方針、国の政策体系及びそ

の背景となる国民生活や社会経済の状況並びに法令上の根拠規定につい

て記載する。関連する政策評価の事前分析表がある場合には表番号につ

いても記載する。 

また、法人の役割、能力、規模、施設、設備等を踏まえ、目標に基づ

き法人が業務を行う必要性について記載する。 

②「いつまでに」について 
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中期目標の期間内の一定の時期に達成を求める目標についてはその達

成時期について記載する。 

③「何について、どのような水準を実現するのか」について 

達成すべき目標及び当該目標の必要性について、次に掲げる事項を踏

まえ、現状を明確にした上でどのサービスをどのように向上させるのか

（事業実施件数、対象企業発掘数、訓練終了後の就職率、助成後の事業

化率など）について定める。 

ⅰ 具体的、客観的、的確かつ明確であること 

法人の役割（ミッション）に基づいた適切な業務運営が行われる

とともに、主務大臣が法人に求める内容について国民に分かりやす

く示す必要があることから、「何について、どのような水準」を求

めるのか、観念的、抽象的又は総花的に記載するのではなく、具体

的、客観的、的確かつ明確に記載する。 

ⅱ  アウトプットに着目した目標を必ず定めるとともに、できる限り

アウトカムを設定すること 

法人は国の政策を実現するための実施機関であることを踏まえ、

アウトプットに着目した目標を必ず設定する。併せて、目標の達成

状況を国民に分かりやすく示す必要性、国民生活や社会経済に及ぼ

す影響を把握した上で見直しや改廃を行う必要性、法人の長の下で

の自律的なＰＤＣＡサイクルを機能させる必要性等から、できる限

りアウトカムに着目した目標を設定する。その際、外部要因が想定

される場合には当該目標に固有のものについてできる限り記載する。 

ただし、一定の内容及び水準の業務を行うこと自体が法人の役割

（ミッション）である場合などアウトカムに着目した目標を定める

ことが困難又は適切でない場合は、アウトカムの目標設定は要しな

い。 

（注）「アウトプット」とは、あるシステムから産出されたものを指す概念で

あり、法人の直接的な活動の結果（法人の提供する個別具体のサービスや

法人活動の直接的産出物）のこと。 

「アウトカム」とは、成果ないし効果と訳され、主としてサービスを受

け取る側の視点から論じられるもので、法人の活動の結果、国民生活及び

社会経済に及ぼされる影響や効果のこと。 

ⅲ できる限り定量的であること 

業務の進捗状況を把握し的確な指示を行う必要性、適正かつ厳正

な評価に資する観点等から、できる限り定量的な目標を定めるとと

もに、基準となる実績値等についても記載する。その際、できる限

り財務情報、統計情報等に基づく客観的に検証可能な定量的データ

を用いる。 

やむを得ず定性的な目標を定める場合には、関連した定量的な指
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標及び当該指標の達成水準を具体的かつ明確に定めるとともに、基

準となる実績値等についても記載する。また、当該指標は複数設定

することも可能であり、それらの重要度、優先度及び難易度がある

場合にはその旨記載する。 

なお、指標については、その測定のための情報・データの入手が

過重な負担を生ずることのないように、あらかじめその入手方法に

ついて検討し、業務の特性に応じた適切な設定に留意する。 

      ⅳ 実現可能性を過度に考慮した安易な水準としないこと 

目標水準については、国の政策目的を実現するために必要な水準

を定める必要があり、実現可能性を過度に考慮した安易なものとし

てはならない。 

このため、法人の業務の実績、諸外国の事例、他法人の取組等を

勘案し、法人の努力を促すことが期待されるような水準とするとと

もに、当該水準を定めるに至った考え方についても具体的かつ明確

に記載する。 

また、国の政策や法人の役割（ミッション）等に照らし当該中期

目標の期間を超えた時期における目指すべき目標については、その

時期及び目指すべき水準を明らかにした上で、当該中期目標期間に

おける目標水準の設定の考え方についても具体的かつ明確に記載す

る。 

（２）重要度、優先度及び難易度 

目標はそれぞれ重要度、優先度及び難易度が異なるものもあり、各々の事

項に関して定める目標がトレードオフの関係となる場合もあり得る。この場

合においては重要度、優先度及び難易度が高い旨を明確に記載する。  

これにより、 

① 各目標の重要度、優先度及び難易度を考慮した、メリハリのある評価

につながる 

② 各目標の重要度、優先度及び難易度を考慮した客観的な評価が行われ

ることから、法人の役割（ミッション）に応じて達成が難しいような「チ

ャレンジングな目標」を設定することが容易となることで、法人の職員

がミッションや自らの職務の重要性を意識して業務を行うことができる 

③ 予算や人員の的確な投入を可能にするなど法人の長のマネジメントの

向上につながり、法人全体としての効果的・効率的な業務運営を行うこ

とができるため、法人自らの経営改善・合理化努力を引き出すことがで

きる 

   こととなる。 

（３）上記（１）及び（２）に従うとともに、別途総務省行政管理局長が示す「目

標策定の際に考慮すべき視点」に十分配慮して目標を設定する。また、別途

総務省行政管理局長が示す記載例を参照する。 
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（４）中期目標管理法人が行う研究開発の業務についての目標を定める場合には、

国立研究開発法人の研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関す

る事項の規定を準用する。 

 

５ 通則法第 29条第２項第３号「業務運営の効率化に関する事項」における目

標の立て方について 

 （１）業務運営の効率化に関する事項については、各法人の事務・事業の実態や

これまでの効率化努力等を踏まえ、画一的で硬直的な目標ではなく、法人の

特性及び事業等の内容に応じて適切な目標を策定する。その際、上記Ⅱの４

（２）のとおり、施設あるいは事業部の単位で目標を策定することも可能で

ある。また、組織・事業の見直しや閣議決定等の政府方針を踏まえ、原則と

して定量的な目標を策定するとともに、基準となる実績値等についても記載

する。 

（注）やむを得ず定性的な目標を定める場合には、関連した定量的な指標及び当該指標

の達成水準を具体的かつ明確に定める。 

（２）業務の特性に応じ財務データに基づく分析手法（企業会計における財務分

析、経年比較による趨勢分析等）を活用した評価を行うことを念頭に置いて

目標を策定する。 

中期目標の期間中に業務の改廃や増減があった場合には、本事項に適切に

反映する。 

（３）以上の考え方に基づき、具体的には、次について定める。 

①  業務改善の取組に関する目標 

ⅰ 法人の業務量の増減も踏まえ、組織体制の見直しや事務所等の統合、

調達方法の見直し、人件費管理の適正化など、業務の改善に向けた取組

について具体的かつ明確に定めるとともに、当該取組の結果削減等がな

される経費等（一般管理費や事業経費）についても目標を定める。なお、

業務量が増加したことだけをもって経費の増加につなげることのない

よう留意する。 

ⅱ 経費に関する数値目標として、例えば次のようなものが考えられる。 

・ 法人の経費総額 

・ 法人の経費項目ごとの総額 

・ 法人の提供する財・サービス１単位に要する経費 

・ 法人の調達する財・サービス１単位当たりの単価 

      数値目標で用いる「計数」として、例えば次のようなものが考えられ

る。 

・ 前年度比 

・ 中期目標期間中の総額 

・ 中期目標期間最終年度に達成すべき水準 

      数値目標は、物価変動分を考慮して実績値で表現する方法と名目値で
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表す方法とが考えられる。 

なお、当該対象経費の定義及び範囲を明らかにしなければならない。 

② 業務の電子化に関する目標 

      行政の簡素化・効率化、国民・事業者の負担の軽減を目指した電子政府

推進の取組の一環として、手続のオンライン利用の促進、行政情報の電子

的提供・オープンデータの推進、業務・システムの最適化（電子決裁の推

進等）、情報システムに係る調達の改善等、具体的かつ明確に目標を定め

る。 

（４）上記（１）から（３）までに従うとともに、別途総務省行政管理局長が示

す「目標策定の際に考慮すべき視点」に十分配慮して目標を策定する。また、

別途総務省行政管理局長が示す記載例を参照する。 

 

６ 通則法第 29条第２項第４号「財務内容の改善に関する事項」における目標

の立て方について 

（１）財務内容の改善に関する事項には、組織・事業の見直しや閣議決定等の政

府方針を踏まえ、原則として、定量的な目標を策定するとともに、基準とな

る実績値等についても記載する。 

（注）やむを得ず定性的な目標を定める場合には、関連した定量的な指標及び当該指標

の達成水準を具体的かつ明確に定める。 

（２）法人の財務情報を分析する等により財務内容の改善が必要な事項を明らか

にした上で、業務の特性に応じ財務データに基づく分析手法（企業会計にお

ける財務分析、経年比較による趨勢分析等）を活用した評価を行うことを念

頭に置いて目標を策定する。 

（３）具体的には、運営費交付金債務残高の解消や保有資産（実物資産、金融資

産、知的財産等）の処分、重要財産の譲渡等について、業務の特性に応じ具

体的かつ明確に定める。 

特に、収益性のある業務を遂行する法人については、バランスシートの健

全性の向上、収支構造の改善、採算性の確保等について具体的かつ明確に定

める。さらに、赤字法人については、累積欠損金の計画的解消、欠損、債務

超過、過大な不良債権の解消等について、いつまでにどのように改善するの

かを具体的かつ明確に定める。 

（４）上記（１）から（３）までに従うとともに、別途総務省行政管理局長が示

す「目標策定の際に考慮すべき視点」に十分配慮して目標を策定する。また、

別途総務省行政管理局長が示す記載例を参照する。 

 

７ 通則法第 29条第２項第５号「その他業務運営に関する重要事項」における

目標の立て方について 

（１）内部統制については、業務方法書に定める事項が基本となるが、法人の長

によるマネジメントを強化するための有効な手段の一つであり、その充実・
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強化を行うことが重要であることから、組織・事業の見直しや閣議決定等の

政府方針を踏まえ、当該目標期間における具体的な取組みがある場合には、

例えば以下のような取組みについて法人の規模や業務の特性に応じた目標

を策定する。 

・ 法人の長の意向・姿勢や運営上の方針・戦略等といった統制環境の整備 

・ 業務のリスク要因・リスク発生原因を分析するといったリスク評価及び

その対応 

・ 法人の長の命令・指示の適切な実行を確保するための方針・手続といっ

た統制活動の整備 

・ 必要情報の識別・把握・処理、関係者に正しく伝えられることの確保と

いった情報伝達の徹底 

・ 内部統制が有効に機能していることを継続的に評価するプロセスである

モニタリング 

・ ＩＣＴへの対応（組織の業務内容がＩＣＴに大きく依存している場合等

における、方針・手続の整備とＩＣＴへの適切な対応） 

（注）「独立行政法人における内部統制と評価について」（平成 22年３月独立行政法人に

おける内部統制と評価に関する研究会報告書）を参照する。 

（２）その他、組織・事業の見直しや閣議決定等の政府方針を踏まえ、法人の業

務運営や信頼性の確保に大きな影響を及ぼすと考えられる、リスク管理体制、

コンプライアンス、情報公開、情報セキュリティ、個人情報保護、組織・人

事管理、保有資産の管理・運用、安全管理、環境保全・災害対策、関連法人

との関係等について、その特性に応じ、具体的かつ明確に目標を策定する。 

  （注）情報セキュリティに関する目標については情報セキュリティ対策推進会議の決定

等を参照する。 

（３）上記（１）及び（２）に従うとともに、別途総務省行政管理局長が示す「目

標策定の際に考慮すべき視点」に十分配慮して目標を設定する。また、別途

総務省行政管理局長が示す記載例を参照する。 

 

 ８ 中期計画及び年度計画との関係について 

中期計画及び年度計画には、法人が自主性・自律性を持って業務を遂行し中

期目標を達成するための具体的手段等（中期目標を達成するための、より具体

的かつ定量的な目標、具体的手段、スケジュール等）が盛り込まれるものであ

る。したがって、主務大臣の中期目標が、法人が定めるべき具体的手段等を拘

束することのないよう留意する。 
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Ⅲ 国立研究開発法人の目標について 

  主務大臣は、次に掲げる事項の内容に留意しつつ、適切な目標を策定する。 

 

１ 中長期目標の策定の目的等 

（１）「効果的かつ効率的」という法人の業務運営の理念の下、「研究開発成果の

最大化」という国立研究開発法人の第一目的を踏まえ、「研究開発成果の最

大化」と「適正、効果的かつ効率的な業務運営」との両立の実現に資するよ

う、目標を定めなければならない。 

そのため、「研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項」

として設定した目標と、「業務運営の効率化に関する事項」、「財務内容の改善

に関する事項」、「その他業務運営に関する事項」として設定した目標が、全

体として整合性がとれたものとなるよう十分留意する。 

（２）国立研究開発法人の第一目的である「研究開発成果の最大化」とは、国民

の生活、経済、文化の健全な発展その他の公益に資する研究開発成果の創出

を国全体として「最大化」することである。これは、個々の研究開発課題（事

業）を個別に「最適化」しそれを積み上げることのみによって確保されると

いうよりもむしろ、当該国立研究開発法人がマネジメント力を最大限に発揮

することにより、 

① 研究開発に係る優れた人材の確保・育成を図る 

② 適切な資源配分を実施する 

③ 事業間の連携・融合を促す 

④ 研究者の能力を最大限引き出す研究開発環境を整備する 

⑤ 大学・民間企業等の他機関との連携・協力を進める 

等を通じて、法人全体として最大の成果を創出することによって確保され

るものである。 

また、「研究開発成果の最大化」とは、国立研究開発法人が自ら実施する

研究開発により創出された直接的な成果のみならず、当該国立研究開発法

人の使命、業務等に応じて、革新的技術シーズを事業化へ繋ぐ応用研究や

成果の実用化などの橋渡し、ベンチャー・中小・中堅企業等の育成と活用

促進、研究開発に係る人材の養成、多様な人材の活用促進、科学技術理解

増進、科学技術情報の収集・提供・分析・戦略策定、施設・設備の整備・

共用促進、行政への技術的支援、他機関との連携・協力等を通じて、大学、

民間事業者等他機関の研究開発成果も含めた我が国全体としての研究開発

成果を最大化することであると解することが適当である。 

そのため、主務大臣は、目標の策定に際し、定量的な目標や測定可能な

指標を設定する場合には、研究開発の現場への影響等についても十分考慮

し、達成目標、課題の解決などのアウトカム創出への寄与・貢献に係る目

標、ハイリスク・ハイリターンに挑戦するような目標等、「研究開発成果の

最大化」に向けて適切な目標とすることが重要である。 
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（３）主務大臣は、中長期目標の策定に際して、国立研究開発法人と十分に意思

疎通を図り、有識者等（研究開発に関する審議会等）の高い専門的知見や、

多様な経験等を踏まえた客観的な意見を適切に聴取、活用し、しっかりと練

り上げた中長期目標を策定する。また、国立研究開発法人、研究開発に関す

る審議会の意見等を踏まえて評価軸（後述Ⅲの５⑥）を適切に設定する。主

務大臣は、中長期目標の下で行われる具体的な業務運営の在り方については、

国立研究開発法人の長の裁量を十分に尊重し、国立研究開発法人の長は中長

期目標の実現・実施等について責任を果たす。中長期目標は、「研究開発成

果の最大化」の目的等に照らし、社会環境や諸事情の変化等があった場合に

は迅速かつ柔軟に見直す。 

 

２ 国の政策体系との関係について 

（１）主務大臣が法人に対し国の政策体系に位置付けられた的確かつ明確な役割

（ミッション）を与え、「主務大臣－法人」の「タテ」の関係を明確化する

ことが重要である。その際、主務大臣と法人が十分に意思疎通を図り、法人

の役割（ミッション）を両者が共有することが重要である。 

（２）このため、中長期目標の冒頭に、「政策体系における法人の位置付け及び

役割（ミッション）」といった法人全体を総括する章を設け、当該中長期目

標の期間における国の政策体系上の法人の位置付け、法人の役割（ミッショ

ン）、国の政策・施策・事務事業との関係、国の政策等の背景となる国民生

活・社会経済の状況、過去からの法人の活動状況等について、具体的かつ明

確に記載する。 

また、国の政策体系において法人の業務がどのように位置付けられるかを

明らかにした資料（政策体系図など）を中長期目標に添付する。 

 

３ 中長期目標の期間について 

通則法第 35条の４第２項第１号の「中長期目標の期間」については、上記１

（２）の「政策体系における法人の位置付け及び役割（ミッション）」の章の次

に、主務大臣が定める期間を記載する。 

 

４ 中長期目標の項目の設定について 

「１ 中長期目標の策定の目的」で明記した研究開発成果の最大化の観点、

国民に対する説明責任を果たす観点及び別途定める「独立行政法人の評価に関

する指針」に規定する適正かつ厳正な評価に資する観点から、中長期目標の項

目については以下の通り設定する。 

（１）通則法第 35条の４第２項第２号の「研究開発の成果の最大化その他の業

務の質の向上に関する事項」においては、次に従い設定する。 

① 法人は、個別法に定められた業務を遂行するため、主務大臣から与えら

れた役割（ミッション）に基づき、法人の長が予算、人事、組織等の資源
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を配分して業務運営を行っている。このため、法人の長の下での自律的な

PDCAサイクルが機能し、法人内部のマネジメントが徹底できるよう、適

正かつ厳正な評価に資する一定の事業等のまとまりごとに目標を設定す

る。 

② 一定の事業等のまとまりとは、法人の内部管理の観点や財務会計との

整合性を確保した上で、少なくとも、目標及び評価において一貫した管

理責任を徹底し得る単位である。 

具体的には、法人の長から、法人の資源（予算、人事、組織等）配分

及び業務の執行に関し一定の権限及び責任を与えられた者が評価の結果

を業務の遂行に適切に反映できるような単位である。 

（例） 

     ⅰ 個別法に規定する業務の単位 

     ⅱ 主要な事業ごとの単位 

     ⅲ 施設単位（同一の目的や事業を担う研究所レベル） 

     ⅳ 事業部単位 

     ⅴ 目標に対応したプログラム単位 

③ ただし、国立研究開発法人の研究開発に係る事務及び事業については、

例えば、分野・センター等を超えた連携・協力、研究開発部門と施設整

備・運営部門の協力、研究開発部門と知財部門・産学連携部門等との連

携等を推進すべきとされていることを踏まえ、法人内部の縦割りを助長

することのないよう十分留意する。 

（２）通則法第 35条の４第２項第３号の「業務運営の効率化に関する事項」、同

項第４号「財務内容の改善に関する事項」及び同項第５号「その他業務運営

に関する重要事項」においては、上記（１）「研究開発の成果の最大化その

他の業務の質の向上に関する事項」における目標の項目に必要に応じて準じ

つつ、法人の特性及び事項の内容に応じて設定する。 

また、「業務運営の効率化に関する事項」における事業経費について、法人

全体として定めることが適当でない場合には、施設あるいは事業部の単位で

目標を設定すること等も検討する。 

なお、国立研究開発法人の自主性・自律性や「研究開発成果の最大化」に

向けた長のマネジメントの在り方を必要以上に拘束することのないよう留意

する。 

（３）評価に際しては、原則、中長期目標を設定した項目を評価単位として評価

を実施する。 

なお、中長期目標期間における実績評価（見込評価）の結果、当該期間に

設定した目標の項目について改善が必要とされた場合は、当該評価結果を次

期中長期目標期間における目標の項目の設定に適切に反映させる。 

 

５ 通則法第 35条の４第２項第２号の「研究開発の成果の最大化その他の業務
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の質の向上に関する事項」における目標の立て方について 

（１）研究開発の事務及び事業に係る目標について 

研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項に関する目

標のうち、研究開発の事務及び事業に係る目標については、どのような目的

及び必要性の下、何に基づいて、どのような時期を意識して設定されたもの

であるかについて、中期目標管理法人の規定（Ⅱの４（１）①及び②）に準

じてわかりやすく記載するとともに、次の①から⑨までに留意する。 

① 目標の策定の基本的枠組み 

主務大臣は、主として研究開発成果を最大化し、国民に対して説明責任

を果たすという観点から、当該国立研究開発法人のミッション、業務、国

民・社会から期待されている役割、国の諸政策に関する方針、研究開発の

特性・多様性等を踏まえて適切な目標を策定する。また、目標が研究開発

の現場へ与える効果・影響等についても十分に考慮し、具体的な達成水準

を定める目標、課題の解決などのアウトカム創出への貢献を目指す目標、

ハイリスク・ハイリターンに挑戦するような目標等、研究開発成果の最大

化に向けて適切な目標を策定する。 

目標を定める際には、Ⅲの１（２）の「研究開発成果の最大化」の趣旨

を踏まえ、量的な観点のみならず質的な観点も踏まえて総合的に評価・判

断されるべきものであることに鑑み、適切に評価軸（後述のⅢの５⑥）を

設定する。 

② 目標の達成時期 

目標の達成時期については、開発に関する目標のように具体的な開発時

期を設定することが適切な場合はこれを明確化する。 

一方で、長期性、不確実性等といった研究開発の特性に鑑み、また、研

究開発については成果が創出されてから相当期間経過後にアウトカムへ

の貢献や実現につながることが一般的であることを踏まえ、中長期目標期

間を超えた時間軸を視野に入れることについても適切に配慮する。ただし、

当該中長期目標期間において法人が何を目指して業務を遂行するかにつ

いては明らかにしておく必要がある。 

③ できる限りアウトカムと関連させた目標とすること 

国立研究開発法人の「研究開発成果の最大化」は、研究開発活動の国

や社会に対する効果（アウトカム）の観点を十分踏まえて判断する必要

があるため、国立研究開発法人に対して主務大臣が提示する目標は、で

きる限りアウトカムと関連させた目標とする。 

（注）研究開発活動のアウトプット（成果物）とは、例えば、投稿された学術論文、

特許出願された発明、提出された規格原案、作成された設計図、開発されたプ

ロトタイプなどを指す。 

研究開発活動のアウトカム（国や社会に対する効果）とは、研究  開発活

動自体やその成果物（アウトプット）によって、その受け手に、研究開発活動
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実施者が意図する範囲でもたらされる効果・効用を指す。例えば、科学コミュ

ニティに生じる価値の内容、製品やサービスなどに係る社会・経済的に生み出

される価値の内容などがある。 

      （「諮問第２号「研究開発の事務及び事業に関する事項に係る評価等の指針の案の

作成について」に対する答申」（平成 26年７月 17日総合科学技術・イノベーショ

ン会議決定）から引用） 

④ 具体的かつ明確であること等 

アウトカムに関連した目標は、国民にとっても分かりやすいものとす

るため、具体的な達成水準を定める目標、課題の解決などのアウトカム

創出への貢献を目指す目標、ハイリスク・ハイリターンに挑戦するよう

な目標、新たな領域開拓等目指すべき方向性を示すような目標、橋渡し

研究について受託研究等企業からの資金受け入れを示す目標等、「研究

開発成果の最大化」に向けて適切な目標を具体的かつ明確に定める。 

その際、当該目標の特性等に応じ、定量的な水準・観点について十分

考慮する。 

なお、主務大臣は、具体性及び定量性を追求し過ぎるとアウトプット

を中心とした多数の小目標の設定につながる可能性があること、客観性

を追求しすぎると「研究開発成果の最大化」に向けての目標としての実

質性が損なわれる可能性があること等にも留意して、適切な目標を策定

する。 

⑤ 「評価軸」の設定 
主務大臣は、各国立研究開発法人のミッション、それぞれの目標に応じ、

国立研究開発法人、研究開発に関する審議会の意見等を踏まえ、目標策定

時に適切な評価軸を設定し、法人に提示する。 
ここで言う評価軸とは、例えば、科学的・技術的観点、社会的・経済的

観点、国際的観点、時間的観点、妥当性の観点、マネジメントの観点、政

策的観点等を踏まえて設定されるものであり、研究開発の事務及び事業を

評価するに際しての重要な視点となるものである。 
評価に当たっては、それぞれの目標に応じて設定した評価軸を基本とし

て評価する。その際、定性的な観点、定量的な観点の双方を適切に勘案し

て評価することが重要である。 
また、それぞれの目標等について考えられる評価軸を網羅的に挙げて、

それらを全て評価軸として設定することに重点を置くのではなく、むしろ、

それぞれの研究段階、研究特性、研究方法等を踏まえて、評価軸の重み付

けを行い、評価すべきことをしっかりと評価することを重視して厳選した

評価軸を設定することが重要である。また、評価軸は、科学技術・イノベ

ーション政策等国の諸政策の推進の観点とも適切に整合性が図られたも

のとすることに留意する。 
    ⑥ 評価軸と関連する指標等の設定について 
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上記⑤のとおり、評価軸を基本として評価する際は、定性的な観点、

定量的な観点の双方を適切に勘案して評価することが重要である。 

評価軸と関連する指標等として、次のⅰからⅲまでを十分踏まえつつ、

法人の取組み状況並びにアウトプット及びアウトカムに着目した指標

等を設定する。 

ⅰ 指標等の設定に当たっては、定量的水準・観点を十分考慮する。 

ⅱ ただし、定量的な指標となり得る論文発表数、論文被引用度、特許

出願件数等については、必ずしもこれらがアウトカムに直結するとは

限らない場合があるほか、法人としてこれらの数値を上げること自体

が安易に目的化することは必ずしも適当ではない場合がある。また、

これらの指標を評価・評定の基準として取り扱う指標（評価指標）と

して設定することにより、近視眼的、断片的な研究開発を助長するお

それも考えられる。 

ⅲ このため、主務大臣は、指標を設定する場合には、研究開発の現場

への影響等についても十分考慮し、評価・評定の基準として取り扱う

指標（評価指標）と、正確な事実を把握し適正・厳正な評価に資する

ために必要な指標（モニタリング指標）とを適切に分け、当該指標が

どちらなのかを明示する。前者の例としては開発目標に係る技術仕様、

後者の例としてはハイリスク・ハイリターンな挑戦的な目標に係る論

文発表数や共同研究件数等が考えられる。 

⑦ 重要度、優先度及び難易度について 

国立研究開発法人の研究開発に係る事務及び事業は、分野、段階、手

法、目的、形態等が多種多様であるため相対的な重要度、優先度、難易

度を判断することは一般的には困難な場合が多いことや、科学技術の進

展や社会経済情勢の変化に応じて重要度等も常に変化するものである

こと等も踏まえ、重要度等の設定を行う場合は、有識者等（研究開発に

関する審議会等）の意見を聴くなど、適時・適切な形で行う。 

（２）上記（１）に従うとともに、別途総務省行政管理局長が示す記載例を参照

する。 

（３）研究開発以外の事務及び事業に関する目標については、中期目標管理法人

の「国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項」

の規定を準用する。 

 

６ 中期目標管理法人の規定の準用について 

（１）通則法第 35条の４第２項第３号の「業務運営の効率化に関する事項」及

び同項第４号「財務内容の改善に関する事項」における目標の立て方につい

て、中期目標管理法人の規定（Ⅱの５及び６）を準用する。この場合におい

て「中期目標」を「中長期目標」と読み替えることとする。 

この際、「効果的かつ効率的」という法人の業務運営の理念の下、「研究
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開発成果の最大化」という国立研究開発法人の第一目的を踏まえ、「研究開

発成果の最大化」と「適正、効果的かつ効率的な業務運営」との両立の実

現に資するよう、目標を設定することが必要である。 

（２）通則法第 35条の４第２項第５号「その他業務運営に関する重要事項」に

おける目標の立て方について、中期目標管理法人の規定（Ⅱの７）を準用

する。 

この際、「効果的かつ効率的」という法人の業務運営の理念の下、「研究

開発成果の最大化」という国立研究開発法人の第一目的を踏まえ、「研究開

発成果の最大化」と「適正、効果的かつ効率的な業務運営」との両立の実

現に資するよう、目標を設定することが必要である。 

また、研究不正対応は、研究開発活動の信頼性の確保、科学技術の健全

な発展等の観点からも極めて重要な課題であるため、研究不正に適切に対

応するため、組織として研究不正を事前に防止する取組を強化するととも

に、管理責任を明確化すること、万が一研究不正が発生した場合の厳正な

対応などについて、適切な形で目標を設定する。 

 

７ 中長期計画及び年度計画との関係について 

主務大臣と国立研究開発法人が十分に意思疎通を図り、主務大臣が提示する

中長期目標の各項目について具体的な内容を盛り込んだ中長期計画及び年度計

画を作成する。国立研究開発法人が中長期目標を実現するために中長期計画及

び年度計画で定めるべき具体的手法等の内容については、国立研究開発法人の

自主性・自律性を尊重し、中長期目標がこれを拘束することのないように留意

する。 

 

８ 通則法第 35条の４第４項「研究開発に関する審議会」について 

研究開発に関する審議会は、研究開発の専門性等に鑑み国立研究開発法人の

カテゴリーだけに制度的にも明確に位置付けられている審議会であり、主務大

臣が国立研究開発法人の中長期目標の策定及び評価をするに際して重要な役割

を果たすことが期待されている。 

そのため、研究開発に関する審議会の委員構成は、高度な知識及び経験を有

する者からなる、専門性と多様性の双方を重視したものとする。主務大臣及び

国立研究開発法人が中長期目標・中長期計画を策定するに際して、社会のニー

ズに配慮し、国内外の幅広く高い識見を踏まえてしっかりと練り上げられたも

のとするために、第三者の立場から、社会的な見識、科学的知見、国際的水準

等に即して適切な助言を行い、客観的に確認する。 

国立研究開発法人の「研究開発成果の最大化」等を評価するための評価軸に

ついても、主務大臣、国立研究開発法人の長とともに確認し、適切な提言を行

う。  
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Ⅳ 行政執行法人の目標について 

 主務大臣は、行政執行法人が、国の行政事務と密接に関連し、主務大臣の指示

その他の主務大臣の相当な関与の下に一体的に執行することが求められる事務

及び事業を正確かつ確実に執行することを目的とする法人であり、その業務の確

実な執行が国民生活又は社会経済の安定に不可欠であるという特性を踏まえた

上で、次に掲げる事項の内容に留意しつつ、適切な目標を策定する。 

 

１ 国の政策体系との関係について 

（１）行政執行法人が、主務大臣と一体的に業務を執行することが求められてい

ることを踏まえ、特に、主務大臣が法人に対し国の政策体系に位置付けられ

た的確かつ明確な役割（ミッション）を与え、「主務大臣－法人」の「タテ」

の関係を明確化することが重要である。その際、主務大臣と法人が十分に意

思疎通を図り、法人の役割（ミッション）を両者が共有することが重要であ

る。 

（２）このため、年度目標の冒頭に、「政策体系における法人の位置付け及び役

割（ミッション）」といった法人全体を総括する章を設け、国の政策体系上

の法人の位置付け、法人の役割（ミッション）、国の政策・施策・事務事業

との関係、国の政策等の背景となる国民生活・社会経済の状況、過去からの

法人の活動状況等について、具体的かつ明確に記載する。 

また、国の政策体系において法人の業務がどのように位置付けられるかを

明らかにした資料（政策体系図など）を年度目標に添付する。 

 

２ 年度目標の項目の設定について 

   国民に対する説明責任を果たす観点及び別途定める「独立行政法人の評価に

関する指針」に規定する適正かつ厳正な評価に資する観点から、年度目標の項

目については以下のとおり設定する。 

（１）通則法第 35条の９第２項第１号の「国民に対して提供するサービスその

他の業務の質の向上に関する事項」においては次に従い設定する。 

① 法人は、個別法に定められた業務を遂行するため、主務大臣から与えら

れた役割（ミッション）に基づき、法人の長が予算、人事、組織等の資源

を配分して業務運営を行っている。このため、法人の長の下での自律的な

ＰＤＣＡサイクルを設定し、法人内部のマネジメントを発揮し得るよう、

適正かつ厳正な評価に資する一定の事業等のまとまりごとに目標を策定す

る。 

② 一定の事業等のまとまりとは、法人の内部管理の観点や財務会計との整

合性を確保した上で、少なくとも、目標及び評価において一貫した管理責

任を徹底し得る単位である。 

具体的には、法人の長から、法人の資源（予算、人事、組織等）配分及

び業務の執行に関し一定の権限及び責任を与えられた者が評価の結果を業
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務の遂行に適切に反映できるような単位である。 

（例） 

    ⅰ 個別法に規定する業務の単位 

    ⅱ 主要な事業ごとの単位 

    ⅲ 施設単位（同一の目的や事業を担う研究所レベル） 

    ⅳ 事業部単位 

③ ただし、上記②によっては下記３（１）③のⅰからⅲまでに対応できな

い場合（一定の事業等のまとまりでは測定可能な目標設定ができない等）

については、これに関わらず更に細分化した単位で目標を定める。 

（２）通則法第 35条の９第２項第２号の「業務運営の効率化に関する事項」、同項

第３号「財務内容の改善に関する事項」及び同項第４号「その他業務運営に関

する重要事項」においては、上記（１）「国民に対して提供するサービスその

他の業務の質の向上に関する事項」における目標の項目に準じつつ、法人の特

性及び事項の内容に応じ設定する。 

例えば、「業務運営の効率化に関する事項」における事業経費について、法

人全体として定めることが適当でない場合には、施設あるいは事業部の単位

で目標を策定することが考えられる。 

（３）評価に際しては、原則、年度目標を策定した項目を評価単位として評価を実

施する。 

 

３ 通則法第 35条の９第２項第１号「国民に対して提供するサービスその他の

業務の質の向上に関する事項」における目標の立て方について 

（１）国民に対して提供するサービスその他の業務について達成すべき目標を具

体的に記載する。特に、国民に対し、「どのような目的及び必要性の下、何

に基づき（①）」、「いつまでに（②）」、「何について、どのような水準を実現

するのか（③）」等について、次の事項に基づき、分かりやすく示さなけれ

ばならない。 

   ①「どのような目的及び必要性の下、何に基づき」について 

法人が執行すべき主務大臣が定める計画、国の政策体系及びその背景

となる国民生活や社会経済の状況並びに法令上の根拠規定について記載

する。関連する政策評価の事前分析表がある場合には表番号についても

記載する。 

また、法人の役割、能力、規模、施設、設備等を踏まえ、目標に基づ

き法人が業務を行う必要性について記載する。 

   ②「いつまでに」について 

年度目標の期間内の一定の時期に達成を求める目標についてはその達

成時期について記載する。 

   ③「何について、どのような水準を実現するのか」について 

達成すべき目標及び当該目標の必要性について、次に掲げる事項を踏
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まえ、どの業務をどのようなやり方で正確かつ確実に執行するのか（大

臣の定める計画の確実な達成、大臣が定める期限ごとに結果を提出、検

査実施件数等）について定める。 

ⅰ 具体的、客観的、的確かつ明確であること 

法人の役割（ミッション）に基づいた適切な業務運営が行われると

ともに、主務大臣が法人に求める内容について国民に分かりやすく示

す必要があることから、「何について、どのような執行」を求めるの

か、観念的、抽象的又は総花的に記載するのではなく、具体的、客観

的、的確かつ明確に記載する。 

     ⅱ 測定可能であること等 

正確かつ確実な執行が求められる業務については、正確性及び確実

性について客観的に達成状況が分かる定量的又は定性的な目標を設

定する。併せて、目標に関する定量的な指標及び当該指標の達成水準

を定めるとともに、基準となる実績値等についても記載する。当該指

標はできる限り財務情報、統計情報等に基づく客観的に検証可能なも

のとする。 

その他の業務については、中期目標管理法人の規定（Ⅱの４（１）

の③のⅱ及びⅲ）を準用する。 

    ⅲ 正確性及び確実性を過度に考慮した安易な水準としないこと等 

正確かつ確実な執行が求められる業務の目標の水準については、業 

務執行における正確性及び確実性を過度に考慮した安易なものとして

はならない。 

なお、正確かつ確実な執行が求められる業務のうち検査や検定を行

う業務については、法人の業務の実績、諸外国の事例、他法人の取組

等を勘案し、法人の努力を促すことが期待されるような水準とする必

要があるため、中期目標管理法人の規定（Ⅱの４（１）の③のⅳ）を

準用する。 

その他の業務の目標の水準については、中期目標管理法人の規定 

（Ⅱの４（１）の③のⅳ）を準用する。 

（２）重要度、優先度及び難易度 

目標はそれぞれ重要度、優先度及び難易度が異なるものもあり、各々の

事項に関して定める目標がトレードオフの関係となる場合もあり得る。こ

の場合においては、中期目標管理法人で規定したとおり（Ⅱの４（２））、

重要度、優先度及び難易度が高い旨を明確に記載する。 

（３）上記（１）及び（２）に従うとともに、別途総務省行政管理局長が示す「目

標策定の際に考慮すべき視点」に十分配慮して目標を設定する。また、別途

総務省行政管理局長が示す記載例を参照する。 

 （４）行政執行法人が行う研究開発の業務についての目標を定める場合には、国 

立研究開発法人の研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する
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事項の規定を準用する。 

 

４ 中期目標管理法人の規定の準用について 

通則法第 35条の９第２項第２号「業務運営の効率化に関する事項」、同項第

３号「財務内容の改善に関する事項」及び同項第４号「その他業務運営に関す

る重要事項」における目標の立て方について、中期目標管理法人の規定（Ⅱの

５、６及び７）を準用する。この場合において「中期目標」を「年度目標」と

読み替えることとする。 

 

５ 通則法第 35条の９第３項の「中期的な観点から参考となるべき事項」につ

いて 

    年度目標に記載される中期的な観点から参考となるべき事項についても、

中期目標管理法人についての規定を参考にすることとする。 

具体的には、 

・ 業務運営の効率化に関する事項については、各年度の進捗状況の把握と

進行管理を行う観点から、各年度及び期間全体での目安や方向性について、

原則として定量的に設定するとともに、基準となる実績値等についても記

載する。やむを得ず定性的に定める場合には、関連した定量的な指標及び

当該指標の達成水準を具体的かつ明確に定める。 

・ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項、

財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項のうち、

複数年度にわたる計画的な取組が必要なものについては、その特性に応じ、

各年度及び期間全体での目安や方向性について具体的かつ明確に記載する。 

 

  

20 
 



Ⅴ 目標策定の際に考慮すべき視点並びに目標及び指標の記載例について 

  

目標及び指標を定めるに当たっては、本指針の考え方及び記載すべき事項に従

うとともに、各業務の特性に応じた内容とすることが必要である。特に、「独立

行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成 25年 12月 24日閣議決定）で示さ

れた業務類型別の措置を踏まえ、適切に策定する必要がある。 

  このため、過去の政策評価・独立行政法人評価委員会の意見等を踏まえ、業務

類型に着目した「目標策定の際に考慮すべき視点」を、別途総務省行政管理局長

が示すこととする。当該視点で示した内容については、評価を行う際の視点とも

なることから、目標を策定する際は十分に配慮する。 

  また、業務類型に着目した目標及び指標の具体例として、「目標及び指標の記

載例」について、別途総務省行政管理局長が示すこととする。当該記載例は目標

及び指標の策定の際に参照する。 
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Ⅵ 目標策定等のスケジュールについて 

 

主務大臣は、法人の業務実績評価及び業務全体の見直しを適切に反映させた上

で、あらかじめ独立行政法人評価制度委員会のチェックを受けた目標を策定しな

ければならない。 

このため、具体的には、以下のようなスケジュールに従うものとする。 

（１）新中（長）期目標案の策定（中期目標管理法人、国立研究開発法人） 

１月上旬を目途に策定、独立行政法人評価制度委員会に通知。当該委員会

のチェックを受ける。 

（２）新中（長）期目標（中期目標管理法人、国立研究開発法人）及び年度目標

（行政執行法人）の策定 

    ２月下旬を目途に決定し、法人に指示する 

（３）新中（長）期計画（案）（中期目標管理法人、国立研究開発法人）及び事

業計画（案）（行政執行法人）の策定、認可 

主務大臣から指示された目標に沿って策定し、３月末までに主務大臣の

認可を得る。   

なお、中期目標管理法人及び国立研究開発法人の目標の変更については、上記

に準じ、変更する期日の２～３か月前に策定、独立行政法人評価制度委員会に通

知し、当該委員会のチェックを受ける等とする。行政執行法人の目標の変更につ

いても上記に準じて策定する。 
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